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1．はじめに

　カメラの生産体制に関する研究は，高度経済成
長期におけるフィルムカメラの生産体制を扱った
ものが多い．その中で，京浜地域のカメラの生産
体制を取りまとめた竹内淳彦氏の研究 2）は，諏訪
地域のフィルムカメラの生産体制を理解する上で
示唆的である．竹内氏は，京浜地域の光学機械工
業は城南（カメラ）と城北（顕微鏡）の2地域に
核心地域が形成され，それらは組立親工場―下請
工場群―再下請群という形の生産組織をなして集
団化していること，完成品メーカーは同一部品で
も数社の下請企業から購入し，また部品下請企業
も2社以上の完成品メーカーに納品しているこ
と，さらに下請企業は生産組織の底辺に近づけば
近づくほど光学企業だけでなく自動車など他部門
とも結びついていることを明らかにしている．こ
のような京浜地域におけるカメラの生産体制の特
徴は，諏訪地域のフィルムカメラの生産体制にも
そのまま当てはまるのである．
　諏訪地域における精密機械工業の生産体制につ
いて言及したものとしては，諏訪地域の精密機械
工業の発展について考察した宮沢志一氏の研
究3），高度経済成長期の大企業による下請企業の
「再編成」の視点からカメラ工業の親企業と下請
企業の関係を分析した池田正孝氏の研究4），下請
企業の源泉となる「納屋工場」の生成とその変遷
について追究した江波戸昭氏・赤坂暢穂氏・樋口
兼久氏の研究5），高度経済成長以後の諏訪地域に

おける機械工業の企業組織を類型化して分析した
関雅一氏の研究6）などがある．いずれの研究も実
態調査に基づくもので，各時代における諏訪地域
の精密機械工業の生産体制を把握する上で貴重な
ものである7）．関氏の研究は，諏訪地域のフィル
ムカメラ産業の生産体制も分析しており，高度経
済成長期に形成された生産体制が1990年前後の
時点においても基本的に維持されていたことを明
らかにしている．
　本稿では，国内でも有数のカメラ生産地域であ
る諏訪地域を取り上げ，1980年代後半からのカ
メラメーカーの海外生産が下請組立企業にどのよ
うな影響をもたらしたのか，また1990年代後半
から進行するデジタルカメラの普及が下請組立企
業にどのような影響を及ぼしたのかを明らかに
し，諏訪地域のカメラ生産体制の変化を通して地
域への影響についても言及していきたい．
　なお，予め断っておかなければならないことが
2点ある．第1に，諏訪地域のデジタルカメラ
メーカーについてである．今日諏訪地域では，デ
ジタルカメラ生産は海外にすべて移管され，完成
品の生産はなくなっている．諏訪地域においてデ
ジタルカメラの完成品メーカーとしては，オリン
パス，京セラ（旧ヤシカ），旧チノン（コダック，
（後述））の3社を挙げることができるが，3社は
いずれもフィルムカメラの完成品メーカーでもあ
る．そして，同じくフィルムカメラの完成品メー
カーであった日東光学は，デジタルカメラ生産で
はレンズモジュールに特化して部品メーカーと
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なっているのである．これまで諏訪地域において
カメラの完成品メーカーといえば，この4社が代
表的な企業として挙げられてきた．そこで，本稿
でもこの4社を取り上げている．
　第2に，カメラメーカーの海外生産の時期を
1980年代後半から扱っていることである．
　デジタルカメラは1990年代前半に業務用とし
て少量販売されていたが，1995年のカシオ計算
機の「VQ―10」の発売を契機に一般消費者向け
のデジタルカメラの販売が急増していく．諏訪地
域では，1980年代末から1990年代前半の時期に
フィルムカメラ生産の海外移管が集中し，国内工
場の空洞化対策として1990年代後半からデジタ
ルカメラや情報関連機器の生産が実施されていく
のである．フィルムカメラの海外移管は，1990
年代を通して行われ，それは低級機から中級機
（一部高級機）まで及び，2002年前後の時期から
はデジタルカメラ生産も海外に移管されていくの
である．つまり，フィルムカメラとデジタルカメ
ラの海外移管は連続性をもって行われていたので
ある．そうした経緯から本稿では1980年代後半
以降の時期から取り上げている．

2．諏訪地域の精密機械器具製造業の推移

　本章では，統計を通して諏訪地域の状況を確認
していく．後述するように諏訪地域の工場立地
は，上伊那地域8）に拡大し一体化していくので，
統計では諏訪地域と上伊那地域を併せて表記して
いる．また，上伊那地域にはオリンパスの顕微鏡
の生産拠点が伊那市にあり，精密機械器具製造業
の統計にはそれも含まれていることを予め承知し
ておく必要がある．
　長野県の精密機械器具製造業の推移を表1でみ
ていくと，諏訪・上伊那地域が長野県全体の事業
所数の60～70％，従業者数の40～70％，製造品
出荷額等の40～70％を占め，両地域（特に諏訪
地域）が長野県の精密機械器具製造業の中心をな
している．しかし，諏訪地域の長野県に占める割

合は，1970年以降一貫して低下傾向にある．諏
訪地域は，1965年に事業所数で56.6％，従業者
数で61.5％，製造品出荷額等で73.8％を占めてい
たが，その後，事業所数は44.0％（1970年），
42.7％（1980年），37.6％（1990年），33.4％（2000
年），従業者数は52.2％（1970年），45.3％（1980
年），34.0％（1990年），22.5％（2000年），製造
品出荷額等は67.2％（1970年），60.4％（1980年），
32.6％（1990年），20.4％（2000年）と低下し続
けているのである．諏訪地域の割合が低下してい
く要因としては少なくとも次の2点が重層してい
ると考える．
　第1は，諏訪地域の地形に規定され，また1960
年代から1970年代前半にかけて諏訪湖への排水
問題が起こり，新規の工場立地が周辺地域に拡大
していったことである．諏訪地域では，1950年
代に地域の主要産業が製糸業から時計，カメラ，
オルゴールなどの精密機械工業にシフトしていく
が，地域的には諏訪湖周辺の平坦地に位置する岡
谷市，下諏訪町，諏訪市がその中心で，八ヶ岳山
麓に位置する茅野市，諏訪郡富士見町，同原村は
農村地帯であった．精密機械工業の工場の多く
は，諏訪湖周辺の旧製糸工場の跡地などに立地し
ていたが，地形的に山と湖に挟まれて面積的に狭
く，精密機械工業の発展に応えることができず地
価の高騰だけでなく若年労働力の確保も難しい状
況をもたらしたのであった．さらに，1960年代
末から1970年代前半に諏訪湖への排水問題が社
会問題化したこともあり，その後の新規の工場立
地は，諏訪地域に隣接する上伊那郡辰野町，同箕
輪町，伊那市などの上伊那地域，中央本線沿いの
塩尻や松本地域に拡大していったのである．そし
て，茅野市，富士見町，原村などの周辺部につい
ては，1980年代以降の工業団地の造成によって
企業進出が本格化していくのである．
　第2には，こちらが主因であると考えるが，地
域を代表する中核企業の動向を，すなわち海外生
産の展開と経営多角化の進展を反映したものであ
ると推察する．諏訪地域では，諏訪精工舎（現セ
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イコーエプソン，本社：諏訪市），オリンパス（本
社：東京都，岡谷市：諏訪工場，後に諏訪工場は
上伊那郡辰野町に移転（辰野事業場）），三協精機
製作所（現日本電産サンキョー，本社：下諏訪町）
の3社が地域を代表する企業であるといわれ，こ
の3社の動向がそのまま諏訪地域の経済に反映す
るといわれてきた．諏訪精工舎は1968年シンガ
ポールに，三協精機製作所は1975年に台湾に海
外生産拠点を構築していくが，1980年代後半以
降3社とも海外生産を本格化させていくのである
（オリンパスは1988年香港に構築（後述））．また，
この時期は3社とも経営の多角化を進めていた時
期でもあり，セイコーエプソン9）は時計からコン
ピュータ周辺機器などの電気・電子機器へ，オリ
ンパスはカメラから医療機器（内視鏡）へ，三協
精機製作所はオルゴールから電子部品・システム
機器関連へというように多角化製品へ大きくシフ
トしているのである．
　再び表1に戻って精密機械器具製造業の推移を
みていくと，事業所数では諏訪が1980年，上伊
那が1985年，従業者数では諏訪が1980年，上伊
那が1985年，製造品出荷額等では諏訪が1985年，
上伊那が1990年に最も多く，その後は減少して
いる．つまり，諏訪地域の精密機械器具製造業の
ピークは1980年～1985年，上伊那地域は，若干
遅れて1985年～1990年であったということがで
きる．
　続いて，精密機械器具製造業の中の「写真機・
同付属品」製造業（以下，「写真機・同付属品」
と略す（筆者））についてみていくこととする．
公表されている産業細分類の統計では長野県全体
のものは公表されているが，地域別・市町村別の
ものは公表されていない．そこで，先の中分類の
精密機械器具製造業に占める諏訪・上伊那地域の
割合，諏訪・上伊那地域に生産拠点を有するオリ
ンパス，チノン，ヤシカ（現京セラ），日東光学
などのカメラメーカーの存在から長野県の「写真
機・同付属品」の動向の多くは諏訪・上伊那地域
の動向を示していると推測する10）．表1には示し

ていないが，長野県の光学機器関連産業の中では
「写真機・同付属品」が事業所数，従業者数，製
品出荷額等，輸出額とも最も多く，次いで「光学
用レンズ・プリズム」，「顕微鏡・望遠鏡等」の順
となっている．
　長野県の「写真機・同付属品」の事業所数，従
業員数は1985年，製造品出荷額等は1990年が最
も多くなっている．ここで留意しておかなければ
ならないのは，「写真機・同付属品」の動向はフィ
ルムカメラの動向を示したもので，デジタルカメ
ラの動向を示すものではないということである．
デジタルカメラは，2008年以前の産業分類では
「電気機械器具製造業」（中分類）の中の「ビデオ
機器製造業」（細分類）に含まれてきた．つまり，
「デジタルカメラ製造業」はビデオカメラと混在
化されてきたのであり，「デジタルカメラ製造業」
だけを取り出して把握することはできなかったの
である．デジタルカメラは，2008年以降「映像・
音響機械器具」製造業（細分類）の中の「デジタ
ルカメラ製造業」として把握することができるよ
うになっていくが，フィルムカメラ同様地域別・
市町村別の統計は公表されていない．2008年の
長野県における「デジタルカメラ製造業」をみて
いくと，事業所数は51事業所，従業者数は1,783
人，製造品出荷額は682億円，輸出額は201億円
となっているのである11）．
　諏訪地域のカメラ生産の動向は「写真機・同付
属品」の動向とデジタルカメラの動向を重ね合わ
せていかなければ理解できないが，上記のような
統計的な制約によって重ね合わせることができな
い．そこで，フィルムカメラ製造業とデジタルカ
メラ製造業の傾向（趨勢）だけでも確認しておき
たい．
　一般的な動向としてデジタルカメラの総出荷金
額がフィルムカメラの総出荷金額を上回っていく
のは2000年，総出荷数量で上回っていくのは
2002年である12）．表2で諏訪・上伊那地域と関係
するのは，オリンパス，チノン，セイコーエプソ
ンの3社である．オリンパスとチノンのデジタル
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カメラの生産台数の推移をみると2000年前後の
時期から増加し始め，2003年から急増してい
る．それに対して「写真機・同付属品」の製造品
出荷額は，統計が改訂されて公表される事業所規
模が変更されたこともあるが，1990年代後半以
降減少に転じている（表1）．後述する諏訪地域
におけるカメラメーカー各社のデジタルカメラ生
産の開始時期とその後の状況を考慮すると，地域
としては1990年代後半の時期がフィルムカメラ
からデジタルカメラへの転換の時期であったと推
察されるのである．
　最後に，「写真機・同付属品」も含めて精密機
械器具製造業の輸出額についてみておきたい（表
1）．精密機械器具製造業として地域別の輸出額
が統計上判明するのは1985年までであるが，諏
訪地域が圧倒的に多いことがわかる．円高による
海外生産が本格化する前の1985年時点の輸出額
をみると，諏訪地域51％，上伊那地域37％で，2
地域で長野県の精密機械器具の90％弱が輸出さ
れていた．また，地域としての輸出比率をみると
諏訪地域31％，上伊那地域53％で，80年と比べ
て諏訪地域と上伊那地域が逆転している．これ
は，オリンパスが1981年にカメラの生産拠点を
岡谷市（諏訪工場）から上伊那郡辰野町（辰野事
業場）に移転させたことが関係していると思われ
る13）．「写真機・同付属品」の輸出額は，1970年
代後半から急増しており，1990年がピークとなっ
ている．
　以上，諏訪・上伊那地域の精密機械器具製造業
と「写真機・同付属品」製造業の動向を簡単にみ
てきたが，諏訪・上伊那地域の「写真機・同付属
品」（フィルムカメラ）製造業は，1980年代後半
から1990年代前半の時期がピークで，1990年代
後半の時期からはフィルムカメラからデジタルカ
メラへの本格的な転換が進んでいたということが
できる．

3． 諏訪地域におけるカメラメーカーの海
外生産

　カメラメーカーは，1980年代以降カメラの電
子化を一層推進していくと共に，経営多角化に取
り組んできたが，1980年代後半からの急激な円
高に直面して一斉に海外生産を本格化させていく
のである．
　諏訪地域のカメラメーカーで海外生産が最も早
かったのはヤシカ（現京セラ）で，1967年香港
で生産を開始している．次いで，チノンが1973
年台湾に生産拠点を構築した．この2社はカメラ
では後発組で，輸出中心の戦略を採っており，そ
のため輸出と生産コストの引き下げを考慮して早
くから海外へ進出した．これに対して，オリンパ
スは1988年から香港で，日東光学は1996年から
インドネシアでカメラの海外生産を本格化させて
いく．この2社が海外生産に踏み切った理由は，
1980年代後半からの円高の進行に対して競争力
を強化するためであった．海外生産に先行した京
セラも1980年代末から中級機の生産を国内から
香港に移管しており，チノンも1991年にカメラ
の生産機能を台湾に集約している．後述するよう
に，日東光学も1990年代前半から実質的に海外
生産に踏み切っていたのである．つまり，諏訪地
域のカメラメーカーは1980年代末から1990年代
前半の時期にフィルムカメラ生産を国内から海外
に一斉に移管しているのである．そこでさらに，
諏訪地域におけるカメラメーカーの海外生産とデ
ジタルカメラへの参入について個別企業ごとにみ
ていくこととする．

ヤシカ（現京セラ）
　ヤシカは1967年香港に製造販社ユニバーサル・
オプティカル・インダスリーズ（UNIVERSAL 
OPTICAL INDUSTRIES LTD：UOI）を設立し，
カメラの組立生産と輸出を開始した．また，
1978年にはブラジルに製造販社ヤシカ・ド・ブ
ラジル・エクスポルタソン・エ・インダストリア
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（YA S H I C A D O  B R A S I L E X P O RTA O  E 
INDUSTRIA LTDA.）を設立してコンパクトの組
立生産を行い，欧米や中南米に輸出していった．
ヤシカが早い時期に海外生産拠点を構築した要因
は，生産コストの低減と特に対米輸出を考慮した
ものであった．これらのヤシカの製造販社は，
1983年にヤシカが京セラに吸収合併された後も
京セラの海外生産拠点として引き継がれていく．
　京セラは，ヤシカがカメラ生産の拠点としてき
た岡谷工場（岡谷市）を京セラ光学機器事業本部
の京セラ長野岡谷工場としてコンタックスブラン
ド，ヤシカ・京セラブランドでカメラ生産を継続
していく．1984年末から北見工場（北海道）で
コンパクトの生産を開始していくが14），1988年
北見工場を電子部品の専門工場とすることが表明
されてから国内のカメラ生産機能は岡谷工場に集
約されていった．そして，香港とブラジルでは低
価格のコンパクトを，日本では高級コンパクトと
一眼レフを生産するというカメラ生産の国際分業
体制が採用されてきたのである．しかし，1980
年代後半の香港ドル安を背景に京セラは，香港の
子会社UOIを欧米向けの中級カメラの生産基地
にする方針を打ち出し，1987年末から欧米向け
の一眼レフ（「FX107マルチプログラム」）の一貫
生産を行っていくのである．このカメラは，焦点
調整が手動式で当時日本ではほとんど販売されな
くなった従来型のもので，UOIが基礎設計以外ほ
とんどを担当し，部品も集積回路（IC）など一
部を除いてすべて現地で生産・調達された15）．さ
らに，1987年からUOIはオリンパスの低価格コ
ンパクト「AM―100」をOEM（相手先ブランド
での生産）供給することとなり，UOIはカメラの
増産に対応するためにコンパクトの部品加工，組
立の中間工程を中国広東省の「広東電動工具廠」
に委託し，UOIが部品供給と最終組立を担当する
体制を採っていくのである16）．
　また，京セラは1987年から中国広東省東莞市
の「東莞石龍粤龍実業」にコンパクトの生産委託
を行ってきたが，中国国内向けのカメラ販売を実

施していくことになり，1996年7月にカメラやレ
ンズ，ストロボなど光学機器を製造販売する合弁
会社「東莞石龍京瓷光学有限公司」（京セラが
90％出資）を設立し，同10月から京セラブラン
ドのコンパクトを生産販売していったのである．
さらに，2000年には上海市と広東省石竜市に大
型の生産拠点を新設し（2002年稼働），上海市で
電子部品を，石竜市でデジタルカメラなどの光学
製品の組立を行い，中国市場だけでなく欧米，日
本への輸出をにらんだ製品・部品生産基地として
活用していくことを打ち出したのである17）．
　京セラが一般消費者向けのデジタルカメラに参
入したのは，1997年からで独特のデザインや高
級品で存在感を示したが，後発組で競争が激しく
先行メーカーのシュアを大きく奪うことはできな
かった．2005年京セラは，デジタルカメラ事業
から撤退し，携帯電話向けカメラモジュール（複
合部品）事業に転換していくことを表明した．中
国石竜市におけるデジタルカメラの生産は携帯電
話向けカメラモジュール（複合部品）の生産に切
り替えられていったのである18）．

チノン（後，米コダック→フレクストロニクス→
AOF）
　チノンの場合には，生産コストの低減と多角化
製品の生産拡大を実現するために海外生産に踏み
切っている．さらに，製品（当時のチノンは8ミ
リカメラ関連製品が主力）の性格から全量輸出戦
略を採用していたことで早くから為替の影響を受
けたこともその要因となっていた．チノンが台湾
で当初生産しようとしたのはカーステレオであっ
たが，台湾政府が許可しなかったことからカメラ
生産に変えて許可された経緯がある．1973年に
台湾技能股份有限公司（台北市，以下台湾チノン
と略す）を設立し，チノンの関係子会社のミスズ
三信（長野県伊那市，1970年設立）が生産して
いたコンパクトの生産を移管していった19）．その
後も台湾で輸出用・量産型のコンパクトを中心と
する生産体制を採り，現地での部品調達率を高め
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ながらコンパクトの増産を行っていった．また，
チノンは1974年にカメラ部品メーカーのワコー
（本社：東京都）の系列会社韓国ワコーの工場を
買収し，「韓国チノン」（韓国馬山市）として，一
眼レフ用の交換レンズの生産を行ったが，管理体
制，生産能力，品質，従業員の定着性などの問題
により1979年閉鎖・撤退している20）．
　チノンは，台湾チノンを設立してから日本と台
湾でカメラ生産（OEMも含めて）を行い，大半
を欧米に輸出していたが，1991年台湾を唯一の
カメラ生産拠点とする方針を打ち出し，諏訪地域
のカメラの生産機能を台湾に集約すると共に，台
北郊外に新工場を増設して生産能力の増強を図っ
ていった（1996年末閉鎖）21）．しかし，カメラ販
売の不振が続いたため1992年9月国内販売から
の撤退を，1993年5月にはアメリカでのカメラ販
売の撤退を表明するのである22）．
　チノンは，1990年代前半から警備・監視テレ
ビ用の業務用，コダックなどのデジタルカメラの
OEM供給を行ってきたが，1995年に自社ブラン
ド「チノンES―3000」でデジタルカメラを発売し
ている．1997年コダックの子会社23）となってか
らはコダックのデジタルカメラの中心的な生産拠
点としてOEM供給の役割を果たしていくのであ
る24）．しかし，2001年コダックが自社の上海工
場でデジタルカメラ生産を始めることとなり25），
チノンには生産（量産）機能ではなく開発・設計
機能が求められていったのである．2006年コ
ダックはEMS（電子機器の生産受託サービス）
大手のフレクストロニクス（本社：シンガポール）
にデジタルカメラの生産部門を売却したことから
チノンはフレクストロニクス傘下に入ることと
なった．フレクストロニクスは，2008年のリー
マン・ショックを契機に自社のEMS事業の見直
しを行い，2009年台湾の亜洲光学と合弁会社
AOF（本社：シンガポール）を設立した．AOF
の実質的な経営は亜洲光学が主導しているといわ
れ，日本のデジタルカメラメーカーからの開発・
製造を受託するためにAOFジャパン（本社：神

奈川県横浜市）を設立している．チノンの流れは，
現在このAOFジャパン岡谷事業所に引き継がれ
ている．

オリンパス
　輸出依存が強かったオリンパス26）がカメラの
海外生産拠点を構築するのは，1988年香港に「奥
林巴斯（香港）有限公司」を設立してからである．
オリンパスは，1980年代後半の円高に対してコ
スト競争力を強化するために台湾において低価格
のコンパクトを生産し輸出することを計画し，
1987年末からリコーの台湾子会社（台湾リコー）
と京セラの香港子会社（UOI）からOEM供給を
受けることとなった．この背景には，高級コンパ
クトのズーム式カメラ「AZ―1 ZOOM」，「IZM300」
がヒット商品となり，これらを生産していた辰野
事業場（上伊那郡辰野町）が手一杯となり，辰野
事業場で生産していた低価格機を海外で委託生産
せざるをえないという事情があった．1988年に
香港に設立された「奥林巴斯（香港）有限公司」
は，当初はカメラ製品や部品の調達が主であった
が，OEM製品を含めカメラ販売が好調であった
ことから委託生産量が増加し，1989年「奥林巴
斯（香港）有限公司」でノックダウン方式による
カメラ生産（月産5万台）を開始していくことに
なるのである．
　1990年4月には中国広東省番禺市にカメラ工場
（番禺工場）を設立し27），中国で増産し全量を海
外に輸出する方針が採られた．また，番禺工場で
は超小型コンパクト「μ（ミュー）」の生産も計
画された．そして，1991年12月には「奥林巴斯
（深圳）工業有限公司」が設立され，広東省深圳
市でコンパクトとマイクロカセットテープレコー
ダー，射出成型部品の一部の生産が行われていく
のである（本格稼働は93年7月）．オリンパスは，
1990年代前半の円高に対してそれが定着する状
況ならばさらにカメラの海外生産能力を引き上げ
る方針を採り，1993年のカメラの海外生産比率
35％（金額ベース）を1995年までに50％まで引
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き上げる目標値を設定した．しかし，その後の一
層の円高によってこの目標値は前倒しされて
60％に引き上げられていった．こうした経緯か
ら辰野事業場のコンパクト生産は1999年6月ま
でに全面移管される方針が採られ28），1994年か
ら中国の工場に順次移管されていった．それに伴
い大町オリンパスや坂城オリンパスで生産されて
いたカメラ部品も中国で増産されることとなるの
である29）．そして，海外への生産移転による国内
の空洞化対策として辰野事業場では情報関連機器
やデジタルカメラの生産が検討されたのであっ
た．
　オリンパスは，1995年末から業務用のデジタ
ルカメラの欧米向け輸出を決定し開始していく
が，それを契機にデジタルカメラ生産をこれまで
の八王子事業所から辰野事業場に移管し，本格量
産していくこととなるのである．オリンパスが一
般消費者向けのデジタルカメラ市場に参入するの
は1996年「キャメディアC―800L」の発売からで
あった30）．オリンパスは，デジタルカメラ事業で
1993年10月から業務用（プロ用）機を発売して
きたが，他社との差別化を明確に打ち出すことが
できず，また一般消費者向けのデジタルカメラ市
場への参入も市場動向を十分読み切れずに後れを
取ってしまった．そうした中で，高画質を追求し
たデジタルカメラの投入で一気に巻き返しを図っ
たのが「キャメディアシリーズ」であった．オリ
ンパスは，当初デジタルカメラの全量を電気機器
メーカー（三洋電機）からのOEM供給を受けた
が，デジタルカメラの高画質化が進む中で，高級
デジタルカメラなど戦略機種については自社生
産，中級・普及機については電気機器メーカーと
共同開発し，OEM供給を受けるという体制を
採ったのである31）．
　オリンパスは，2001年デジタルカメラ生産を
生産コストが安い中国深圳工場で本格化させるこ
とを発表し32），2002年辰野事業場，オリンパス
光電子東京事業場，坂城オリンパス，大町オリン
パスを統合し「オリンパスオプトテクノロジー」

を設立し33），国内の生産機能を集約・再編して
いった（辰野事業場はオリンパスオプトテクノロ
ジーの辰野事業所となる）．また，同年には「奥
林巴斯（深圳）工業有限公司」の深圳工場にデジ
タルカメラ用レンズを生産する施設を増設し，さ
らに番禺工場の近接地に組立工程を目的とする施
設を新設してデジタルカメラの大幅な増産体制を
整えていったのである34）．2008年末からは「オ
リンパスベトナム」（Olympus Vietnam Co., Ltd，
2007年10月設立）のベトナム工場も稼働し，デ
ジタルカメラのレンズユニット・部品や内視鏡処
置具の組立，生産が開始されていくのである35）．
　国内の辰野事業所では2004年までデジタルカ
メラ生産が行われたが，中国でデジタルカメラ生
産が本格化したことによって中国に全面移管さ
れ，辰野事業所は「生産技術開発センター」とし
て位置づけられてデジタル一眼の高級交換レンズ
と中国で調達できないキーパーツの生産を担当す
ることとなった．1991年中国に生産拠点が設立
されてから国内のカメラ関連の事業所では設備投
資や人材採用が抑えられてきたが，中国でのデジ
タルカメラ生産が本格化したことで2005年坂城，
大町事業所の両事業所は辰野事業所に集約され閉
鎖された36）．

日東光学
　1950年代からカメラのOEMメーカーに徹して
主要メーカーと取引を行ってきた日東光学は，
1990年代のコスト競争の激化に対応するために
1992年インドネシアのフェデラル・アドウィラ
スラシ（FA）社とカメラの生産委託を締結して
インドネシアでコンパクト生産を開始した．
1990年時点で「同社の製品は月産30万台のうち
8割が最終的に輸出され，さらに輸出の半分が米
国向けになっている」（『日経産業新聞』1991年2
月8日）状況にあり，インドネシアで生産された
カメラは現地から輸出されていったのである．
　1996年カメラの生産体制の強化を図るために
従来の生産委託方式を合弁方式に切り替え，日東
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光学は三井物産とフェデラル・アドウィラスラシ
（FA） 社 の 3社 で 合 弁 会 社（PT. ADIWIRA 
PRESISI INDUSTRI）を設立した37）．そして，上
諏訪工場（諏訪市）で生産していたコンパクトの
一部の生産をインドネシアに移管すると共に，日
本の大手カメラメーカーのAPSカメラ（新写真
システム対応カメラ）の一部（低価格機）も現地
からOEM供給していくのである．こうした海外
への生産移管の結果，諏訪市にある本社工場と上
諏訪工場は，新機種の試作とレンズ加工に特化し
ていくこととなるのである38）．
　デジタルカメラ生産については，日東光学は部
品調達の問題から完成品の生産を行っていない．
レンズモジュール生産に特化して中国でデジタル
カメラ生産を行っているデジタルカメラメーカー
に納品している．日東光学は，2002年FA社の出
資分の株式を，2008年三井物産の出資分の株式
を取得してインドネシア工場を完全子会社化して
きているのである．

4．諏訪地域のカメラの生産体制

　1980年代後半からの円高の進行に対して諏訪
地域を代表するカメラメーカーは，一斉に海外生
産を本格化させていった．海外に移管されたカメ
ラの機種は，まず低価格のコンパクトが，次いで
中級コンパクトなどが順次移管されていった．そ
の結果，1990年代半ばには国内工場の空洞化が
懸念され，一般消費者向けのデジタルカメラや
APSカメラ，多角化製品の生産などが検討され
たのであった．量産機能が海外工場に移管された
結果，諏訪地域の生産工場はマザー工場として海
外生産拠点を統括する役割を担っていくこととな
るのである．
　こうした国内工場の機能変化は，国内のカメラ
生産体制にも大きな影響をもたらしていった．本
章では，まず諏訪地域のフィルムカメラの生産体
制がどのようになっていたのかを確認し，次章で
海外生産の展開の影響とデジタルカメラの普及の

影響についてみていくことにする．
　諏訪地域におけるフィルムカメラの生産体制
は，図1に示すようにカメラメーカー（親企業）
―1次下請企業―2次下請企業の垂直的な下請分
業体制をなしてきた．そして，このような生産構
造は，1950年代半ば以降の高度経済成長期に形
成されたのである．それ以前の時期については，
カメラメーカーは自社の生産組織の構築に取り組
んでいた時期で，また下請企業も十分育っていな
かったこともあってカメラメーカーの内製化率は
高く，積極的に下請企業を利用するという形には
なっていなかった．
　諏訪地域のカメラ完成品メーカーとして頂点に
立つ企業は，前述したオリンパス，ヤシカ（現京
セラ），チノン，日東光学である．カメラメー
カー（親企業）は，1次下請企業や2次下請企業
の上位に位置し，自社で研究開発・試作を行い，
自社あるいは関連子会社の工場で主要部品の生産
や組立（高度な技術が必要な部組工程など）を行っ
ていた．チノンのフィルムカメラの生産工程を図
2でみると，生産部門では機械加工（旋盤挽き加
工，穴あけ，ネジ切りなど），メッキ（塗装），彫
刻加工，レンズ加工の一部を，工作部門では生産
部門に使用する治工具加工，木型，鋳造他旋盤加
工の一部が外注に出されていた．筆者の聞き取り
調査によれば，これはチノンと限らないが鏡枠や
カメラ組立（一部を含む）なども外注に出されて
いた39）．

図1　諏訪地域のフィルムカメラの生産体制
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　フィルムカメラの生産工程の中で最も自動化し
にくいのは組立工程で，カメラメーカーは1次下
請の組立企業に仕様書と部品を渡してカメラの組
立を委託していた．だが，カメラメーカーは，下
請組立企業によっては仕様書のみを渡して部品調
達を下請組立企業に任せる場合もあった（「包括
下請」，後述するC社）．親企業であるカメラメー
カーは，組立生産が軌道に乗るまで下請組立企業
を指導し，また軌道に乗った後でも工場を頻繁に
訪れて品質チェックや指導を行っていたのであ
る．下請組立企業の下には2次下請企業や内職が
存在した40）が，これらは手数のかかる組立の前
段階の部品組立や加工などの仕事を担当していた
（下請組立企業は組立だけでなく部品加工の一部
も請け負っていた（後述するA社））．下請組立企
業は，自社内で部組したユニットと2次下請企業
や内職から上がってきたユニットを組立てて完成
品としてカメラメーカーに納品したのである．
　下請企業には小規模・零細企業が多く，その労
働力は主に主婦や中高齢層の労働力に依存してい
た．1次，2次下請企業の賃金は，親企業のカメ
ラメーカーに比べ段階的に低くなっており41），若
年労働力を採用・定着させることは難しかった．

そのため，主婦や中高齢層の労働力に多くを依存
せざるをえなかったのである．1980年代後半か
らはこの主婦などの労働力の確保も難しくなり，
日系ブラジル人などの外国人労働者を利用するよ
うになっていくのである42）．
　次に，このような垂直的な下請分業体制がどう
して形成されたかであるが，それについては2点
指摘することができる．第1に，これは諏訪地域
に限定されるものではないが，フィルムカメラ自
体の特性とその生産過程に起因するものである．
フィルムカメラの場合，部品点数が多いだけでな
く量産できない複雑な金属加工などを要する部品
がかなり存在している．そのような部品をカメラ
メーカーがすべて内製化することは合理的でな
く，さらに機種変更が頻繁に行われる場合や少量
生産の場合にはなおさら自社の組立ラインには載
せにくい．その場合に小回りがきく下請企業を利
用する方が合理的であり，多品種少量生産が進め
ば進むほど下請企業をうまく利用する方が合理性
をもってくるのである43）．また，カメラメーカー
同士の競争の激化は，製品コストの引き下げを必
然化させたが，その場合，部品・加工・組立コス
トの引き下げや賃金の抑制・引き下げが必要と

図2　チノンのフィルムカメラ生産工程図
出所：チノン『有価証券報告書』（1980年）より作成．
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なってくる．カメラメーカーは，コスト的に引き
合わない部品生産や加工・組立については外注
（下請）を利用して複数の下請企業同士を競争さ
せ，コストの引き下げを図ったのである．
　また，フィルムカメラの組立工程は，頻繁に検
査工程を組み込まなければならなかったためにそ
の面からも労働集約的とならざるをえず，そのた
め生産（組立）の自動化も工程の一部に限定され
たのである44）．カメラメーカーにとって，自社の
要望に常に応えられる下請企業を組織化し，それ
を機能的に利用していく方が合理的であったので
ある．
　第2に，フィルムカメラの生産過程が，特に組
立工程が労働集約的であるということは製造原価
に占める人件費の割合を高くし，賃金の上昇をい
かに抑制するかを重要な問題とさせたのである．
その点で，初任給は比較的高いが昇給期間が長く
賃金がなかなか上がっていかないという「諏訪型
低賃金」45）は，カメラ生産など労働集約的生産に
とって重要な要因となったのである．諏訪地域は，
地域としてもともと「独立心が強い」という気風
があるが，1950年代前半まで戦時中の疎開企業
の撤退や閉鎖などが相次ぎ，長野県内でもとりわ
け低賃金の地域であった（2割位安いといわれ
た）．そして，その後の精密機械工業の発展と共
に若年労働力の不足が著しくなり，「諏訪型低賃
金」が普及していったといわれている．長期間勤
めても賃金が上がらないためにカメラメーカーな
どに勤めていた技師や技術を習得した労働者は，
独立して自宅の一部（納屋・庭先など）で付近の
主婦や中高齢層を労働力として，1～2台のプレ
ス機や旋盤を使って仕事をする小規模・零細な下
請企業を設立していったのである（「納屋工
場」）46）．
　小規模・零細な下請企業（組立企業も含めて）
は，カメラメーカーなど上位企業に大きく依存し
ていた．そのため上位企業から価格（単価）の引
き下げや支払いの遅延などの要求に応じざるをえ
ず，その経営は常に不安定で複数の上位企業と関

係をもたざるをえなかった．そして，工程の共通
性などから電機や自動車などの他部門とも関係を
もつようになっていったのである．小規模・零細
な下請企業はまた，上位企業が受ける景気の波の
影響をやわらげる役割も果たしたのであり，上位
企業からいえば，コストの上昇を抑えながら景気
の波を下へと転嫁することができたのである．
　賃金が上昇した1980年代においても諏訪地域
では，小規模・零細の下請企業がそれほど減少し
ていない．1～3人規模の零細な下請企業でもNC
工作機などの機械を導入することができれば他の
下請企業とも対抗でき，労働力不足や賃金上昇に
も対応できたからである．しかし，1990年代に
入ると小規模・零細の下請企業の起業は減少して
いく．その理由は技術レベルが高度になったこ
と，創業資金が高額になったことなどによるので
ある．

5． カメラメーカーの海外生産と下請組立
企業

　主要カメラメーカーは，1980年代の国内カメ
ラ市場の成熟化，製品開発における技術的到達，
カメラの平均単価の引き下げ（収益性の低下）な
どを背景として経営の多角化を推進していく
が47），1980年代後半と1990年代半ばの円高の進
行はカメラメーカーの海外生産を本格化させた．
また，カメラメーカーの海外生産の本格化は，
1990年代後半以降のフィルムカメラからデジタ
ルカメラへの移行期とも重なり，カメラ関連の下
請企業に大きな影響を及ぼすと同時に地域経済に
も影響を及ぼしたのである．
　本節では，比較的に従業員規模の大きい諏訪・
上伊那地域の1次下請の組立企業3社の聞き取
り48）も交え，カメラメーカーの海外生産とフィ
ルムカメラからデジタルカメラへの移行がどのよ
うな影響をもたらしたのかをみていくこととす
る．そこでまず，1次下請のカメラ組立企業3社
の沿革・概略を簡単に紹介する．
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A社
　A社は，1960年に日立の家電販売修理を業務
して設立され，1965年にオリンパス製品の加工
を開始し，1968年にオリンパスの顕微鏡の組立，
1974年からオリンパスのカメラ組立を開始して
きた企業である．A社は，これまでカメラメーカー
2社からフィルムカメラの完成品の組立・部品加
工とカメラ以外（光ディスク関連，ビデオカメラ
関連）の製品組立の一部を請け負ってきた．A社
は，カメラメーカーの生産拡大に対応するために
長野県の飯田市，駒ヶ根市，上伊那郡高遠町（現
伊那市高遠町）に子会社の組立工場を設立してき
たが，1990年代に入ってからカメラメーカーが
フィルムカメラの生産を中国の生産拠点に移管し
ていったため，2001年に飯田市と高遠町の工場
を閉鎖し，従業員の大幅削減を行った（従業員の
ピークは1990年半ば頃で約550人）．デジタルカ
メラの組立生産の受託については，1997年カメ
ラメーカーから部品を供給してもらい組立を開始
したが，2002年カメラメーカーがデジタルカメ
ラの生産を中国で本格化することになり，カメラ
関連の完成品組立の仕事はなくなってしまった．
A社は，それ以後，輸送機器，医療機器，大物の
精密部品などの「機械加工」を事業の中心に据え
て現在に至っている．

B社
　B社は，1963年日本電信電話公社向け小型電
子放電管受託メーカーとして設立された．1975
年オリンパスの一眼レフ用のレンズ組立を開始
し，1979年にはオリンパスの一眼レフの組立を
受託するようになり，1983年上伊那郡箕輪町に
「みのわ工場」を設立してカメラメーカーの生産
拡大に対応してきた．1991年には日東光学と取
引を開始し，同時にカメラメーカー各社のコンパ
クトのOEM供給を開始していった．1992年から
地元の中核企業から部品供給を受けてカードリー
ダーの組立生産を開始し，1997年からはカメラ
メーカーから部品供給を受けてデジタルカメラの

組立生産を行っていった．1999年本社工場（諏
訪工場）のカメラ生産機能をすべて「みのわ工場」
に集約し，諏訪工場はカードリーダーの生産に特
化した．しかし，2002年からカメラメーカー自
身が中国でデジタルカメラの本格生産に入ること
となり，B社のカメラ関連の売上高は激減してし
まい，カードリーダー事業がB社の中心事業と
なった．B社の従業員数はフィルムカメラの増産
やカードリーダー生産が開始された1992年～
1993年がピークで約200人いたという．現在，B
社ではカメラ関係の仕事はほとんどなく，「みの
わ工場」ではカメラ以外の製品や部品の生産・組
立が行われているのである．

C社
　C社は，1940年東京蒲田で創業，機械彫刻を
手掛けていたが，東京での取引先（日本光学工業
（現ニコン））が長野県の南信地域に疎開する予定
であったため1945年に諏訪郡富士見町に疎開し
てきた．戦後，C社はこの地に残り諏訪地域のカ
メラメーカーと機械彫刻の作業を請け負ってきた
が，部品のモールド化に伴って機械彫刻の仕事が
次第に減少し，1966年カメラの完成品組立に進
出した．C社は，諏訪地域のカメラメーカーだけ
でなく国内の主要カメラメーカーの完成品組立を
請け負ったが，主要な取引先が変化していく中で
1970年代末からカメラ以外の製品・部品組立を
請け負うようになり，多角化に取り組みながらカ
メラの組立生産に2006年まで携わってきた（チ
ノンのデジタルカメラの組立生産も受託）．C社
の従業員数は，1990年頃がピークで約200人い
たといわれ，1990年の時点で富士見町に4工場
（本社工場を含む），塩尻市に1工場（2000年閉
鎖），茅野市に1工場（1995年閉鎖）の計6工場
を有し，工場は取引先ごとに分かれて製品組立を
請け負っていた（現在は富士見町の本社工場の
み）．現在，C社ではデジタルカメラ関係の仕事
は全くなく，監視用カメラ用レンズ，ライフルス
コープなどの光学機器，光ファイバコネクタなど
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の通信機器の組立生産が事業の中心となってい
る．

　以上，1次下請の組立企業3社の概略を述べた
が，3社とも取引関係としてメインとするカメラ
メーカーはあったものの，複数のカメラメーカー
と取引していた．3社の従業員数のピークは1990
年～1995年頃で，フィルムカメラの国内生産比
率がまだ高かった時期であった．1995年以降カ
メラメーカーがフィルムカメラの生産を海外に本
格的に移管していく中でデジタルカメラの組立生
産にも携わったが，2000年以降デジタルカメラ
の生産が海外に移管されたことによりその期間は
短く，3社とも現在デジタルカメラ関連の仕事は
なくなっている．
　では，組立企業3社がカメラメーカーの海外生
産の本格化によってどのような影響を受けたのか
についてさらに言及していくこととするが，その
前に円高が下請組立企業にどのような影響を及ぼ
したのかをまずみておきたい．
　カメラメーカーの本格的な海外生産の引き金に
なった円高は，下請組立企業にも一層のコストダ
ウンを迫るものであった．すなわち，組立企業を
含めて下請企業は発注量が減少していく中で親企
業のカメラメーカーからアジア並みの単価を求め
られたのである．C社によれば，1990年代半ば
以降になるとこれまでの取引先（カメラメーカー）
との人的関係も次第に希薄になっていき，担当者
が変わるたびに単価の引き下げ要求を受けたとい
う．そして，諏訪地域においても「円高による親
会社からのコストダウン要請で，単価はそれまで
と比べ3～4割引き下げられた．その要請は現在
も続いている」（『日本経済新聞』地方経済面（長
野）1997年5月2日）という状況にあったのであ
る．
　カメラメーカーの海外生産の本格化は，下請組
立企業への発注量を大幅に減少させると同時に，
親企業であるカメラメーカーに依存しない独自の
在り方を模索させていくこととなった．諏訪地域

のカメラメーカーは，コンパクトを中心とする
フィルムカメラ生産のアジアへの移管を1990年
代末から2000年代初頭までに終了していくが，
その過程は国内からフィルムカメラ（特にコンパ
クト）の量産機能が海外に移管されていく過程で
もあった．例えば，A社の場合，フィルムカメラ
生産のピークは90年代半ば頃であったとされる
が，その時の生産量は一部の組立も含めて日産
1000台であったとされている．A社は，量産機
能が移転されたこと49）で，その後工場を閉鎖す
ると共に，200人を超える人員の大幅削減を行っ
ていくのである．
　諏訪地域では，カメラの下請企業（組立企業も
含めて）の多くがこの地域のカメラメーカー以外
の中核企業とも取引関係をもっていた．そのこと
からこれらの企業の海外生産や業績悪化の影響も
強く受けたのである．諏訪精工舎（現セイコーエ
プソン）は1968年シンガポールに，三協精機製
作所（現日本電産サンキョー）は1975年に台湾
に海外生産拠点を構築していくが，1980年代後
半以降両社はさらに海外生産を推進していくので
ある．1990年代に入り，セイコーエプソンは海
外生産の拡大に伴って国内生産体制を大きく再
編・縮小し，また三協精機製作所も海外生産の一
方で，経営危機に直面して工場閉鎖や大幅な人員
削減などを実施し，2003年に日本電産グループ
入りをしていくのである．
　このように，1980年代後半以降，諏訪地域の
下請企業（組立企業を含めて）は，カメラメー
カーや他の中核企業に頼らない体制を構築せざる
をえなくなっていくのである．それゆえ，技術力
がなく競争力のある部品生産や加工・組立ができ
ない下請企業は淘汰されざるをえなかったし，起
業も簡単にできる状況ではなくなったのである．
逆に，技術を蓄積してきた企業（例えば精密加工
などの分野）の中からこれを契機に新たな飛躍・
発展を遂げていく企業が登場してくるのであ
る50）．
　一般に，組立企業は加工企業に比べて技術蓄積
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がしにくいといわれる．したがって，カメラ以外
の製品・部品の組立企業として残る場合にも厳し
いものがあり，カメラの組立生産と共通する電気
機器などの製品組立となることが多い．そうした
中で，B社とC社はカメラ以外の製品・部品組立
の組立企業として残っているのである．B社とC
社をみていくと，諏訪地域のカメラの生産状況が
比較的よかった時点で多角化（カメラ以外の製
品・部品組立）に踏み切っているという共通性が
ある．B社は1992年から地元の中核企業から部
品供給を受けてカードリーダーの組立生産を受託
しているし，C社は1970年代末からカメラ以外
の様々な製品・部品組立を請け負うようになって
いる．C社の場合には，国内の主要なカメラメー
カーと取引関係をもっていたが，カメラメーカー
がコンパクトの生産を海外に移転していったこと
で危機感をもち，早い時期から多角化に取り組ん
だといわれる．A社は，下請組立企業からカメラ
以外の製品・部品の加工企業に転進していくが，
下請組立企業としての技術蓄積の乏しさからその
転進は遅れた．
　次に，フィルムカメラからデジタルカメラへの
移行がもたらした影響についてみていくこととす
る．結論から先にいえば，フィルムカメラからデ
ジタルカメラへの移行は，垂直的な下請分業体制
を完全に崩壊させると共に，下請組立企業だけで
なくカメラ関連（レンズ関連を除いて）の下請企
業にカメラ事業からの転換を迫るものであっ
た51）．
　デジタルカメラの基幹部品の主要なものを大ま
かに列挙すると，画像を結像させるための「レン
ズ」，電子回路関係では光の情報を電子信号に変
換する「撮像素子（CCD，CMOS）」，電気信号
をデジタル信号に変換するための「アナログ・デ
ジタル（AD）変換器」，デジタル信号を画像デー
タにする「画像処理センサー」，画像データを保
存するための「外部記憶媒体（記録メディア）」，
画像データを移す「液晶モニター」，画像データ
をコンピュータやプリンタに送るための「イン

ターフェイス」，暗いところでも写せるようにす
る「ストロボ（フラッシュ）」，全体を制御する「演
算装置（CPU）」などがあり52），「電子部品の固ま
り」といわれるように電子部品が大半を占めてい
る．デジタルカメラの画質は，レンズとCCDの
性能に大きく左右され，CCDの画素数は多いほ
ど画質がよくなる．CCDの供給はソニーなど電
気機器メーカーが主導しているが，レンズなどの
光学技術は光学系のカメラメーカーの方が強いと
いう特徴があり，これまで電気機器メーカーはレ
ンズなどの光学技術の取り込みに積極的であった
のに対して，光学系のデジタルカメラメーカーは
電気機器メーカーの電子部品支配から脱しようと
する構図があった．富士フィルムが1999年に独
自のCCD（「スーパー CCDハニカム」）を開発し
たり，キヤノンが2000年に独自にCMOS画像処
理センサー（「DIGIC」）を開発したりしたのは，
デジタルカメラの性能向上だけでなく最も重要な
基幹部品を内製することでデジタルカメラの独自
性が出せることやコストの引き下げなどが可能と
なるからであった．つまり，光学系のデジタルカ
メラメーカーは，基幹部品を内製することによっ
て開発設計や生産の自由度を大きく高めることが
できたのである．
　光学系のデジタルカメラメーカーは，フィルム
カメラ時代には関係子会社なども含めて自社で部
品の生産・加工・組立を行ってきたが，デジタル
カメラ生産では部品の大半を自社生産するメー
カーは存在せず53），それらの部品にそれぞれ強み
をもつ部品メーカーから調達するように変化して
いったのである．例えば，1990年代後半のオリ
ンパスの場合にはレンズユニットは自社生産であ
るが，CCDはソニーやシャープなどから，LSI
（大規模集積回路）も半導体メーカーから購入し
ており，デジタルカメラ部品の80％は外部調達
であったといわれている54）．さらに，フィルムカ
メラと比べ製品のライフサイクルが数カ月から長
くて1年（普及品の場合は数カ月）と短いデジタ
ルカメラ時代にはヒット商品に加え，この部品調
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達を含めた量産体制をいかに構築していくかがデ
ジタルカメラメーカーにとって重要なポイントと
なったのである55）．そして，デジタルカメラ生産
は，部品点数が減少しただけでなくユニット化さ
れたことで組立部品点数も著しく減り，人件費よ
りも部材費をいかに引き下げるかが課題となって
いったのである56）．
　諏訪地域においてデジタルカメラの完成品メー
カーとしては，前述したようにオリンパス，京セ
ラ，旧チノン（旧米コダックの子会社）の3社を
挙げることができる．そして，日東光学は，デジ
タルカメラ生産ではレンズモジュールに特化して
部品供給を行っている．諏訪地域では，チノンが
95年に自社ブランドのデジタルカメラを販売し
ているが，1997年にコダックの子会社になって
からはコダックにデジタルカメラをOEM供給
し，コダックのデジタルカメラは大半がチノン製
であった．オリンパスと京セラが一般消費者向け
デジタルカメラに参入するのは1996年，1997年
である．諏訪地域におけるカメラメーカーのデジ
タルカメラへの参入は全体として後れたといえ
る．
　図3に大まかであるが，諏訪地域のデジタルカ
メラの生産体制を示した．カメラ完成品メーカー
である親企業は，デジタルカメラ生産では大半の
部品を外部調達し，自社工場で組立てるだけでな
く複数の下請組立企業にも組立を委託していたの
である．上記の下請組立企業3社も期間的に短
かったが，親企業からすべての部品供給を受けて
デジタルカメラの組立を行っていた．したがっ
て，フィルムカメラ時代に行われていた下請組立
企業の「包括下請」は完全になくなったのである．
デジタルカメラ生産においては，親企業である光
学系のデジタルカメラメーカーさえ電気機器メー
カーが主導する高価な基幹的電子部品の調達を簡
単に行うことはできなかったのである57）．そのた
め，オリンパスなど光学系のデジタルカメラメー
カーの一部には電気機器メーカーの三洋電機など
に部品調達と生産を委託していたのである58）．

2000年以降のデジタルカメラの急激な需要拡大
に対しては，さらに日系企業だけでなく台湾企業
からのOEM供給も活用されていったのである．
OEM供給を利用することで製品のライン数を増
やすと共に，設備投資を抑制したのである．オリ
ンパスの場合も，デジタルカメラでは「商品力と
スピード」が大事と製品の内製化にこだわらな
かったし，自社でレンズ生産を行っていたにもか
かわらず部品単価を引き下げるために同業他社か
らレンズユニットを購入するということまで行っ
ていたのである59）．このようにデジタルカメラの
普及は，部品だけでなく調達自体も大きく変化さ
せたのであり，OEM供給を一般化させたのであっ
た．
　デジタルカメラの製品のライフサイクルの短さ
は，下請組立企業の納期を極端に短くすると共に，
下請組立企業にすばやい対応を求めることとなっ
た．B社によれば，フィルムカメラの納期は親企
業から1週間くらいもらえたので下請組立企業の
側でも生産（組立）の段取りを修正・調整するこ
とができたが，デジタルカメラの組立生産では納
期が「半日」と短く，そのため生産調整は難しく
なり生産の平準化ができなくなったという．下請
組立企業は，デジタルカメラだけなく他社製品の
組立生産などにも携わっていたので，デジタルカ
メラの納期の短縮は他社製品の組立にもその影響
が及んだのである．さらに，親企業の部品供給が
遅延した場合にはデジタルカメラの納期が遅延し
てしまうこともあったという．デジタルカメラ

図3　デジタルカメラの生産体制
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メーカーの部品調達の問題は，最終的にはデジタ
ルカメラメーカー自身の製品の販売計画に影響
し，販売のタイミングを逸しかねない問題とも
なっていたのである．
　諏訪地域のデジタルカメラメーカーは，2000
年以降競争激化による価格の下落，海外（欧米）
需要の増大，現地での販売などを背景としてデジ
タルカメラ生産をアジアに移管していった．そし
て，国内工場はマザー工場として開発・設計や海
外生産拠点の生産支援を担っていくこととなる
が，同時に国内生産拠点の再編・縮小が行われて
いったのであった．
　海外生産に伴ってデジタルカメラメーカーは，
量産部品を海外で生産あるいは調達するようにな
り，国内で調達するのは少量の，特殊な部品やそ
の加工，海外で技術的に生産・加工できない部品
となっていった．しかも国内ではフィルムカメラ
時代よりも高い技術レベルが要求されたことから
下請部品・加工企業はさらに選別されていったの
である60）．
　デジタルカメラの生産は，フィルムカメラ時代
に形成されてきた垂直的な分業体制の必要性を完
全に喪失させるものであった．デジタルカメラ生
産においては，電子部品が大半を占めるようにな
り，親企業から部品供給を受けた1次下請組立企
業だけがその部品を組立てれば完成品とすること
ができたのである．したがって，これまでの2次
下請企業や内職の必要性はなくなってしまったの
である．そして，デジタルカメラの生産が海外に
全面移管されていくと，下請組立企業自身もカメ
ラ生産から完全に転換せざるをえなくなっていっ
たのである．

6．おわりに

　1980年代末から1990年代前半の時期に諏訪地
域のカメラメーカーは一斉に海外生産を本格化さ
せていった．1990年代を通じてフィルムカメラ
の海外移管が順次行われ，国内の空洞化対策とし

て導入されたのがデジタルカメラ生産であった
が，そのデジタルカメラ生産も2000年以降海外
に移管されていったのである．その後，国内工場
はマザー工場として開発・設計や海外生産拠点の
生産支援を担っていくこととなるが，同時に国内
生産拠点の再編・縮小が行われていったのであ
る．
　フィルムカメラ生産の海外移管は，下請組立企
業への発注量を大幅に減少させると同時に，下請
企業（組立企業を含めて）にアジア並みの単価を
要求していくこととなった．1990年代半ば以降
のデジタルカメラの普及は，下請組立企業を単な
る組立企業と化し，高度経済成長期から基本的に
維持されてきたカメラ生産の垂直的な下請分業体
制を完全に崩壊させていったのである．諏訪地域
では，デジタルカメラの生産期間は短かったが，
デジタルカメラの普及によって下請組立企業だけ
でなくカメラ関連の下請企業はカメラ事業から大
きくシフトしていかざるをえなくなったのであ
る．また，同じ時期に地域の他の中核企業も海外
生産を展開していたことからカメラ関連の下請企
業はその影響も受けていたのであった．諏訪地域
では地域を代表する中核企業が海外生産を本格化
させたことで，現在，多くの下請中小企業が親企
業に依存しない独自経営を模索し続けており，そ
の中から一部の中小企業ではあるが海外進出の動
きが示されているのである．

（本稿を作成するにあたり多くの方々にご協力をいた
だきました．紙面を借りて改めて謝意を表します．）
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月11日．
19）チノン㈱（1989）『チノン40年のあゆみ』

pp191～193．
20）チノン㈱『前掲書』pp193～194．
21）『日本経済新聞』地方経済面（長野）1991年3

月21日，同91年11月22日．『有価証券報告書』
によれば，チノンは1996年末に海外生産拠点
を閉鎖している．

22）『日本経済新聞』1992年8月18日，『日経産業
新聞』1993年5月22日．

23）チノンは1985年コダックと資本提携したが，
その時点におけるコダックの出資比率は15％
であった．その後出資比率を上げて1997年に
59％，2004年に完全子会社としている．1997

年コダックは，チノンを子会社化するにあたっ
てチノンのカメラの生産技術と拠点のみを継承
する方針を示したため，チノンテックが設立さ
れてそれ以外の事業はチノンテックに引き継が
れていった．チノンのカメラ部品はその後もチ
ノンテックが供給した．

24）『日本経済新聞』2000年9月8日．2000年時点
におけるチノンのデジタルカメラの生産能力は
月産15万台であるが，コダックはチノンだけ
では需要に応じきれないとしてシャープに
OEM供給を仰いでいる．

25）『日経産業新聞』2000年10月11日，同12月15

日．コダックは，すでに2000年の時点で日本
のデジタルカメラメーカーの動向をみて日本で
のデジタルカメラのOEM生産を海外生産に切
り替えていくことを示唆していた．

26）オリンパスのカメラ部門の輸出金額（輸出比
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率）を『有価証券報告書』でみると，1980年
377億円（74.0％），1990年397億円（76.4％）
でカメラ部門の販売金額の4分の3が輸出され
ていた．

27）オリンパスの中国でのカメラ生産は，1988年
番禺市の中国企業に委託加工したことから始ま
る．

28）『信濃毎日新聞』1998年11月26日．オリンパ
スはコンパクト生産を海外に全面移管した後，
長野県の南信地方を中心とした外注約10社に
対して部品生産などの発注を行わない方針を示
すと共に，辰野事業場では海外シフトに伴い派
遣社員の約半数にあたる80人に対して契約を
更新しないことを明らかにしている．

29）『日本経済新聞』地方経済面（長野）1995年1

月12日．1995年大町オリンパスでは受注が急
減したことでパート従業員26人全員の契約を
打ち切っている．

30）青島矢一（2003）「〔ビジネス・ケース〕オリ
ンパス光学工業―デジタルカメラの事業化プロ
セスと業績V字回復への改革」『一橋ビジネス
レビュー』51巻1号参照．

31）『日経産業新聞』2000年7月7日．オリンパス
のデジタルカメラ販売額に対する自社生産比率
は20％とされている．

32）『日本経済新聞』2001年8月21日．この時点で
オリンパスは，辰野事業場で年産40万～50万
台のデジタルカメラを生産しており，順次中国
に移管していくとしている．

33）オリンパス「ニュースリリース」2002年2月6

日．生産技術開発や製造開発機能を担い，映像
事業生産体制のコスト競争力強化を目的として
統合・設立され，国内拠点が「創」の機能を，
中国拠点が「造」の機能を担うとされている．

34）オリンパス「ニュースリリース」2002年5月
20日．

35）オリンパス「ニュースリリース」2007年11月
15日，2008年12月9日．

36）『日本経済新聞』地方経済面（長野）2005年5

月12日．
37）『日本経済新聞』地方経済面（長野）1995年1

月20日．
38）『日本経済新聞』地方経済面（長野）1998年7

月2日．
39）『有価証券報告書』で外注工場数が判明するヤ
シカとチノンをみると，1975年ヤシカは約350

社，チノンは約60社，1980年ヤシカは約260

社，チノンは約40社に外注していた．また，
岡谷市（1982）『岡谷市史』下巻によれば，岡谷・
諏訪地方の精密工業は「下請依存率五割」
（p190）といわれ，多くの下請企業を擁してい
たとされる．

40）1次下請組立企業もその下に2次下請や内職が
抱えていた．B社の場合，下に家族だけあるい
は内職レベルの小規模・零細な下請企業を約
10社抱えており，またC社の場合も4社の下請
企業を抱え，その下にさらに何社かの下請企業
があったという．C社の下請4社の従業員規模
は10～100人規模で，諏訪地域だけでなく県外
企業もあったという．

41）宮沢志一（1960）「前掲論文」P512．下請工場
の賃金は親企業の50％強であったといわれる．

42）現在，諏訪地域の中小企業は日系外国人に代
わって中国人などの「研修生」が実質的な労働
力として大きな役割を果たしている．

43）竹内淳彦（1965）「前掲論文」参照．
44）『日本経済新聞』地方経済面（長野）1990年10

月2日．カメラは構造が複雑なことから組立の
自動化は困難とされ，ほとんどを手作業に頼ら
ざるをえないといわれてきた．日東光学は，
1990年にフィルムカメラの最終組立工程にロ
ボットを導入し80％の自動化を達成したが，
複雑な形状をした台座の取り付けやプリント基
板とストロボなどを結ぶ配線作業などは依然と
して手作業のままであった．

45）宮川志一「前掲論文」pp510～511．
46）江波戸昭・赤坂暢穂・樋口兼久（1975）「前掲

論文」参照．
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47）拙稿「カメラメーカーの経営の多角化」矢部
洋三・木暮雅夫編（2006）『日本カメラ産業の
変貌とダイナミズム』（第3章）参照．

48）3社への聞き取りは，A社は2009年8月，B社
は2010年8月，C社は2011年2月に実施して
いる．

49）B社によれば，親企業であるカメラメーカーか
らは3年位前に生産を海外に移管する旨を通知
されたという．

50）中小企業基盤整備機構（2010）『技術とマーケッ
トの相互作用が生み出す産業集積持続のダイナ
ミズム』参照．

51）今日諏訪地域に比較的残っているカメラ関連
の企業は，特殊な，少量の部品・レンズ関連の
企業であるが，これらの企業も2000年以降減
少が続いている．

52）津軽海渡・木村誠聡（2002）『図解雑学デジタ
ルカメラ』ナツメ社，pp36～37．

53）青島矢一・武石彰・マイケル・A・クスマノ（2010）
『メイド・イン・ジャパンは終わるか』東洋経
済新報社，第3章参照．

54）『日経産業新聞』2000年7月7日．
55）「特集夏の陣！デジタル家電Wars―『デジカメ』

大ブレイク！白熱の首位争い」『週刊東洋経済』
2000年7月29日．

56）B社によれば，フィルムカメラでは製造原価に
占める人件費の割合は約30％であったが，デ
ジタルカメラでは約8％であったといわれる．
また，組立部品点数が減少したことで，1台の
組立時間はフィルムカメラに比べ大幅に短縮さ
れたという．

57）「ケーススタディー―『速さ』に目覚め新事業
開花―組織改革で“おっとり体質”払拭　デジ
タルカメラ，一躍トップに」『日経ビジネス』
1998年1月26日，『日本経済新聞』2000年7月
7日．1997年当時CCDは「1画素1円」といわ
れるほど高価なものであった．そのためオリン
パスやコニカは，CCDの調達のために電気機
器メーカーと大量購入契約や長期購入契約など
を結んで購入し，単価の引き下げを図ったので
ある．

58）『週刊東洋経済』（2000年7月29日）の「前掲
記事」によれば，三洋電機は自社ブランドでの
生産はわずかであるが，ニコン，セイコーエプ
ソン，ミノルタ，オリンパスなどにOEM供給
を行っており，オリンパスについては大半の機
種の組立を行っていたとしている．

59）『日経産業新聞』1996年8月28日．同2000年9

月13日．
60）下請企業は，フィルムカメラ時代にもカメラ
本体や部品の素材（例えば，金属からプラスチッ
クへなど）の変化や電子化などの影響を受け，
対応できない下請企業の淘汰が繰り返されてき
た．しかし，デジタルカメラの普及によってメ
カ部品はさらに減少していくが，部品の精度な
どはフィルムカメラ時代よりも高いものが要求
された．デジタルカメラのレンズ加工・組立に
一時期携わった下請企業によれば，親企業から
はレンズ規格の要求が厳しいだけでなくサイク
ルが早くて生産の平準化ができず，その上単価
は非常に低く抑えられたという．


